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資料 １ 

最 低 賃 金 法 （抜粋） 

（特定最低賃金の決定） 

第 15 条  労働者又は使用者の全部又は一部を代表する者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、厚生労働大臣又は都道府県労働局長に対し、当該労働者若しくは

使用者に適用される一定の事業若しくは職業に係る最低賃金（以下「特定最低

賃金」という。）の決定又は当該労働者若しくは使用者に現に適用されている特

定最低賃金の改正若しくは廃止の決定をするよう申し出ることができる。 

   ２ 厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、前項の規定による申出があった場合

において必要があると認められるときは、最低賃金審議会の調査審議を求め、

その意見を聴いて、当該申出に係る特定最低賃金の決定又は当該申出に係る特

定最低賃金の改正若しくは廃止の決定することができる。 

第 16 条  前条第２項の規定により決定され、又は改正される特定最低賃金において定

める最低賃金額は、当該特定最低賃金の適用を受ける使用者の事業場の所在地

を含む地域について決定された地域別最低賃金において定める最低賃金額を

上回るのもでなければならない。 

第 17 条  第 15 条第１項及び第２項の規定にかかわらず、厚生労働大臣又は都道府県労

働局長は、同項の規定により決定され、又は改正された特定最低賃金が著しく

不適当となったと認められるときは、その決定の例により、その廃止の決定を

することができる。 

（会長） 

第 24 条  最低賃金審議会に会長を置く。 

      ２ 会長は、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙する。 

      ３ 会長は、会務を総理する。 

   ４ 会長に事故があるときは、あらかじめ第２項の規定の例により選挙された者

が会長の職務を代理する。 

（専門部会） 

第 25 条 最低賃金審議会に、必要に応じ、一定の事業又は職業について専門の事項を調

査審議させるため、専門部会を置くことができる。 

２ 最低賃金審議会は、最低賃金の決定又はその改正の決定について調査審議を

求められたときは、専門部会を置かなければならない。 

３ 専門部会は、関係労働者を代表する委員、関係使用者を代表する委員及び公

益を代表する委員各同数をもって組織する。 

５ 最低賃金審議会は、最低賃金の決定又はその改正若しくは廃止の決定につい

て調査審議を行う場合においては、厚生労働省令で定めるところにより、関係

労働者及び関係使用者の意見を聴くものとする。 

（政令への委任） 

第 26 条 この法律に規定するもののほか、最低賃金審議会に関し必要な事項は政令で

定める。 



最 低 賃 金 審 議 会 令 （抜粋） 

（組織） 

第２条 中央最低賃金審議会の委員の数は、18 人とする。 

２ 地方最低賃金審議会の委員の数は、15 人とする。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の３分の２以上又は労働者を代表する委員、使用者を代表する

委員及び公益を代表する委員の各３分の１以上が出席しなければ、会議を開き、

議決をすることができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の

決するところによる。 

(最低賃金専門部会) 

第６条 最低賃金法第 25 条第１項又は第３項の規定により審議会に置かれる専門部会

の委員の数は、９人以内とする。 

４ 第３条の規定は、最低賃金専門部会の関係労働者を代表する委員及び関係使用

者を代表する委員の任命について準用する。 

５ 審議会は、あらかじめその議決するところにより、最低賃金専門部会の決議を

もって審議会の決議とすることができる。 

 

※ 沖縄地方最低賃金審議会は、沖縄県最低賃金の改正について、最低賃金審議

会令第６条第５項を適用する。 

但し、多数決の場合は直ちに（当日又は翌日）総会を開催し議決する。 

なお、故意に発効を遅らすようなことが生じた場合は、改めてこの運用を検討

する。 

 

（雑則） 

第８条 この政令に規定するもののほか、審議会の議事及び運営に関し必要な事項

は、会長が定める。 

 

最 低 賃 金 法 施 行 規 則 （抜粋） 

（関係労働者及び関係使用者の意見） 

第 11 条第１項 都道府県労働局長は、最低賃金の決定又はその改正に若しくは廃止の

決定について地方最低賃金審議会の調査審議を求めた場合には、遅滞な

く法第 25 条第５項の規定により当該事案について関係労働者及び関係

使用者の意見を聴く旨並びに意見を述べようとする関係労働者及び関係

使用者は一定の期日までに最低賃金審議会に意見書を提出すべき旨を公

示するものとする。 
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最低賃金に関する基礎調査結果 
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R３（７９２円） R２（７９０円）

全業種（地域最賃対象産業） 2.2% 2.4% 7.9%

地域最賃適用製造業 1.3% 1.7% 15.6%

食料品製造業 2.0% 1.3% 20.0%

木材・木製品・家具・装飾品製造業 8.0% - -

出版・印刷・同関連産業 - 2.9% 2.9%

窯業・土石製品製造業 - 1.7% 2.7%

機械・金属製品等製造業 - 2.9% 2.9%

地域最賃適用の製造業 - 2.2% 20.5%

地域最賃適用卸・小売業 1.7% 2.2% 8.4%

卸売業 3.6% 2.5% 8.6%

小売業 1.4% 2.6% 11.3%

地域最賃適用のサービス業 2.8% 2.5% 5.1%

飲食店 2.6% 2.5% 6.2%

洗濯・理容・浴場業 3.9% 4.9% 16.7%

旅館、その他の宿泊所 3.2% 0.4% 0.4%

自動車整備業 3.4% - -

建物サービス業 - - -

警備業 - - -

医療業 2.4% 4.3% 4.3%

児童福祉業 1.3% 1.4% 3.6%

学術研究、専門・技術サービス業 1.8% 4.0% 4.0%

その他の生活関連サービス業、娯楽業 4.4% 3.4% 5.9%

サービス業（他に分類されないもの） 4.8% 9.4% 10.5%

1

令和３年度　最低賃金未満率・影響率（地域別最低賃金）

令和３年度最低賃金に関する基礎調査結果より

地域別最低賃金

適用業種

未満率 備考

（R２年度影響率

792円）


























































































































































































